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背景1

• 労働者の9割近くが労働者数300人未満の中
小企業で働いている

• 産業保健活動は事業所の規模が小さいほど
低調である

• 健康問題や労働災害などの安全衛生上の課
題は事業所の規模が小さいほど高率である



産業保健活動の事業所規模間比較
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• 中小企業の産業保健活動を支援する組織は複数
ある。

• 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健セ
ンターは仕事と健康の関連を重視した健康支援を
行う機関である。しかし、十分いかされていない。
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石川産業保健総合支援センターおよび地域産
業保健センターのこれまでのアプローチは個々
の事業所へのアプローチが中心

↓

中小企業団体がその活動に健康を視点にした
ものを加えていくことができれば、組織力を生
かして個々の事業所の取り組みを推進できる
のではないか。



目的

事業組合等の中小企業団体の産業保健に
関連した取り組みの実態と今後の方向性を
明らかにすること⇒調査1

中小規模事業所の中小企業団体に対する産
業保健活動活性化に対する要望を明らかに
すること⇒調査２



倫理的配慮

平成26年度産業保健調査研究の研究助成に
より実施。調査は産業保健調査研究倫理審査
委員会の承認を得て行った。

本研究に関して開示すべきCOI関係にある企業
などはありません。



調査1：事業組合等の中小企業団体の産業保
健に関連した取り組みの実態

対象：石川県中小企業団体中央会の組合員・会員
（組合員・会員数：約500団体・企業）

調査方法：無記名自記式アンケート調査
石川県中小企業団体中央会から対象団体へ配布依頼
回答は石川産業保健総合支援センターへ直接返送

調査項目：

① 各団体における産業保健活動や事業の実施状況や
今後の計画

② 石川産業保健総合支援センターへの要望



結果：調査１

回収数：86件（約17.2％）

事業組合 66件

企業組合 4件

協業組合 6件

商工組合 8件

商店街振興組合 3件

その他 5件
(複数回答あり）

農林水産業 1
建設業 11
製造業 26
運輸・通信業 2
卸・小売 12
その他 19



結果
①過去2年間の産業保健に関する活動実績
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①過去2年間の産業保健に関する活動実績
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①過去2年間の産業保健に関する活動実績
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②産業保健総合支援センター、
地域産業保健センターの利用経験
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④ 団体として産業保健に関する活動
や事業を行う上で困難なことや障害
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調査１のまとめ

1. 中小企業団体からの産業保健活動に関す
る事業所支援の実施率は低かった。行って
いたとしても、健康診断の場の提供と単発
の講演会等であった。また、今後も実施する
予定がない団体が多かった。

2. 中小企業団体は会員・組合員の産業保健活
動活性化の意識は低いと認識していた。



調査2：中小企業団体に対する
産業保健活動活性化に関する要望

対象：

1. Ｕ町商工会会員：会員数・約600

2. 全国健康保険協会石川支部加入事業所：健康保険委

員を対象とする研修会参加事業所・約170

調査方法：

• 調査前に代表者にインタビュー

• 会員向け無記名自記式アンケート調査

調査項目：

• 産業保健活動や事業の実施状況や今後の計画

• 加盟団体に対する産業保健活動支援についての要望



調査２：U町商工会

＜代表者インタビュー結果＞

会員構成：ほとんどが個人事業主

産業保健活動支援状況

• 集団健診の場の提供

• 産業保健総合支援センター等からの紙媒体情
報の配布

会員からの要望

• 産業保健活動に関する要望はない。商工会とし
ても新たな取り組みは考えていない。



＜会員調査結果＞

回収数４７事業所

①事業所ぐるみで健康維持
増進に取り組むことについて
どう思いますか？

③事業所の健康維持増進に協
力を得るとしたら、どのような機
関の協力を得たいですか

②必要だと思うが実践できな
い理由は何ですか？



調査２：全国健康保険協会石川支部加入事業所

＜代表者インタビュー結果＞

データヘルス計画に基づく、コラボへルスの推進
のための啓発活動中であり、事業主の意識を高
める手段を模索中である。



＜会員調査結果＞

回収162事業所

①事業所ぐるみで健康維持
増進に取り組むことについて
どう思いますか？

③事業所の健康維持増進に協力を得
るとしたら、どのような機関の協力を得
たいですか

②必要だと思うが実践できな
い理由は何ですか？



調査２のまとめ

1. 個々の事業所の半数は自社の産業保健活
動は不十分であることを認識していた。ただ
し、マンパワー、費用、技術面で難しいと感
じている。

2. 健康維持増進に協力を得たい外部組織とし
ては、産業保健総合支援センターや地域産
業保健センターや健診機関が多く挙げられ
ており、中小企業団体に対する要望はほと
んどなかった。



結論

石川県においては、中小企業団体側の会員や組合
員に対する健康関連支援に関する意識は低いこと
がわかった。また、会員、組合員も中小企業団体に
対してこうした支援を求める意識がなかった。

今後、産業保健総合支援センターや地域産業保健
センターとしては、事業団体に対して、健康をキー
ワードにした会員や組合員の支援を行うことの意義
を啓発していくとともに、具体的な協働プログラムを
提示していく必要があると考えられた。


